
































































3 戦時下の私鉄

道・軌道の廃止・転用の具体案を決定した。これは，山間僻地線の休止，不要不急線の単

線化，観光地の索道の休廃止などを行なって，その資材を最重要路線の整備・建設に転用

しようというものであった。この際，戦争終了後の復旧を容易にするため，休止期間中に

おける最低限度の補修費・事務費および過去3 か年間の平均益金を交付することとした。

この補助制度は，昭和21年で打切りとなったが，補助実績は昭和19年度に24社で91万円，20

年度には30社126 万円にのぼった。

こうした動 きのなかで，私鉄各社は自発的に不要不急路線の休廃止と重要路線への転用

に努めた。昭和17年8 月，関西急行鉄道は，旧伊勢線の新松阪～大神宮前間（18．8キロメ

ートル）を廃止して名古屋線を増強し，同年中には，中勢鉄道が岩田橋～久居間，久居～

伊勢川口間を廃止した。また，名古屋鉄道も昭和16年8 月，新名古屋乗入れ工事の完成に

より，押切町～枇杷島橋間を撤去し，さらに19年12月，新名古屋～神宮前間の連絡線工事

を完成した。

このほか，昭和19年1 月には，成田鉄道ほか9 社が所属路線の全部または一 部 を 休 止

し，続いて同年11 月には，大山鋼索鉄道，天橋立鋼索鉄道の全部，箱根登山鉄道，愛宕山

鉄道，箸蔵鉄道の一部，同年12月には，坂川鉄道新坂下～九野間の営業廃止が実施された。

翌20年3 月には，日光登山鉄道のケーブル線休止，同年8 月には岩鼻軽便鉄道の廃止など

が次々に実施された。
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地方鉄道・軌道営業成績の推移
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鈴木清秀著『交通調整の実際』より作図
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序章 わが国私鉄のあゆみ

区 分

地 方 鉄 道
軌 道
鋼 索 道
架 空 索 道

休 止

キ ロ 程

131 ．5km15

．51720

．6

私 鉄 の 休 廃 止 状 況

会 社 数 キ ロ 程

単 線 化

会 社 数

2社11

キ ロ 程

5．2km9

．510

（昭和18年 度～20年 度）

自 線内転用

2 ．Okm10

．9

（『日本陸運10年史』より作表）

運 輸 省 の 誕生

昭和18年11月，戦時下における陸海空の輸送および通信行政の一元化のため，鉄道省と

逓信省が統合されて運輸通信省が新設されたが，戦局の激化に伴い，運輸通信行政の集中

的管理が必要となり，組織の簡素化が要求されるに至った。そこで 政 府 は，昭和20 年5

月，運輸通信省を改組し，通信院を分離して逓信省に還元し，運輸行政のみをもって運輸

省を組織した。初代運輸大臣には，運輸通信大臣小日山直登が就任した。

本省の管理機構については，鉄道省時代に8 鉄道局（東京，名古屋，大阪，広島，門司，

新潟，仙台，札幌）が設置され，その下に38管理部が置かれたが，この組織は，そのまま

運輸通信省に引継がれ，運輸省への改組後 仏 運輸通信省鉄道総局の機構が継承された。

運輸省へ改組後，終戦時までのおもな改正としては，高松に四国鉄道局を設けたこと，新

橋，上野，大阪の各運輸部，保線部，電力部を廃止して管理部に還元したことなどである。

大手 私鉄の発展図－（1）
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会 社 数

廃 止

会 社数 キ ロ 程

36164 ．81761 ．9415 ．7712 ．9合 計

17

5

12

2

社
2社663 6．7km47

．95

．41

．9

1社6

越 生 鉄 道

宇都宮石材軌道

東京電燈．電気軌道線

東 上 鉄 道

太田軽便鉄道

佐 野 鉄 道

東 武 鉄 道

伊香保
軌 道 線

日 光 軌 道

北 総 鉄 道

総 武 鉄 道

上 州 鉄 道

下 野電気 鉄道

東 武 鉄 道

明29 ．3．19設立

合併昭6．3．12

昭7．11．30設立

買収 昭2．10．1

明41 ．10．6設立

明21 ．6．6設立

明30 ．11．1設立

合併 明45 ．3．30

買収 大2．3．19

合併 大9．4．27

合併 昭22 ．6．1

合併 昭19 ．3．1

大11 ．4．5設立

昭4．11．22 商号変更

大2．4．5設立

大4 ．3．23設立

昭2．9．28設 立

買収 昭18 ．7．1

買収 昭18 ．5．1

買収

昭12．1．9．



明42 ．11．20設 立

美濃 電気 軌道

（ 未開 業 ）

大10 ．6．1

名 古 屋 鉄 道

明27 ．6．25設立

名古屋電気鉄道

昭2 ．12．28設 立

城北 電気鉄道

大15 ．7．11設 立

（未開業）

（ 未開 業）

合併 昭5．8．20

事業譲 渡 大14 ．8．1

合併 大12 ．11．1

商号変更 昭5．9．5

名 岐 鉄 道

大 手 私 鉄 の 発 展 図－（2）

豊 川 鉄 道

大10 ．9．1設 立

鳳 来 寺 鉄 道

大14 ．5．15設 立

碧南 電気 鉄道

大13 ．1．27設 立

谷 汲 鉄 道

合併

昭10 ．3．28

各 務 原 鉄 道

明43 ．11．21設 立

合併

昭10 ．8．1

愛知 電気 鉄道

合 併 昭18 ．2．1

合併 に よ り商号 変 更 昭10 ．8．1

明35 ．3．17設 立

瀬戸 電気 鉄道

大11 ．3．6設立

渥 美 電 鉄

明45 ．5．30設 立

三 河 鉄 道

大15 ．9．10設立

東 美 鉄 道

大8 ．11．14設 立

竹 鼻 鉄 道

昭14 ．4．24設 立
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合併
昭14 ．9．1

合併 昭15 ．9．1

合併 昭16 ．6

合併 昭18 ．3．1

合併 昭18 ．3．1

3 戦 時 下の 私 鉄

合併
昭19 ．3．1

昭3 ．7．2設立

筑波 高速鉄道

京 成 電 鉄

商号変更

昭20 ．6．25

合併 昭5 ．10．21

明42 ．6．30設立

京成 電気 軌道

多 摩 鉄 道

明43 ．8．－ 設 立

神奈川水力電気

川 越 電気 鉄道

明35 ．5．－設立 大2．3．15合併 商号変更

武 蔵 水 電

明25 ．9．15設立

川 越 鉄 道

明45 ．5．7設立

武 蔵 野 鉄 道

大10 ．8．－開業

西 武 軌 道

大10 ．10．－合併

帝 国 電 燈

西 武 鉄 道

西 武農業鉄道

昭和2．8．31合併鉄道業譲渡

商号変更大11 ．11．16

大11 ．11．1合併

昭20 ．9．22合併 商号変更

昭 和15 ．3 ．12 合 併

昭和3．3．7設立

多 摩 湖 鉄 道

武 蔵 鉄 道

大11 ．8．15設立

大9．6．1合併

昭和21 ．3．21バス事業譲渡

西 武 自 動 車

昭和21 ．11．15商号変更

西 武 鉄 道

明29 ．6．10設立

尾 西 鉄 道

大11 ．3．25設立

蘇東 電気 軌道

事業 の一 部 譲 渡

大10 ．7．1 事

業

譲

渡

昭
4

・
4
・
1

大13 ．4．13設 立

尾 北 鉄 道

名 古 屋 鉄 道

明29 ．2．1設立

昭2．10．14設立

知 多 鉄 道

明40 ．10．19設立
商号変更（大7．2．4）

箕面有馬電気軌道

明39 ．11．19設 立

京阪電気鉄道
明43 ．3．28設 立

京 津電気 軌道

大11 ．6．28設 立

新 京 阪 鉄 道

合併 昭18 ．10．1

合併 大13．9．27

合併 昭5．9．15

合併により商号変更

昭18 ．10．1

阪神急行電鉄 京阪神急行電鉄

交野電気鉄道 事業譲渡

昭20 ．5．1

京阪神急行電鉄

昭24 ．12．1設立

京阪電気 鉄道
事業の一部譲渡分離

昭24 ．12．1



序章 わが国私鉄のあゆみ

明44 ．1．10設 立

加太 電気鉄道

大15 ．4．24設立

阪 和電気鉄道

大6 ．9．25設 立

高野 大師鉄道

大 阪高野 鉄道

明42 ．12．28設立

阪 堺 電気 軌道

浪 速 電 車 軌 道

南 海 鉄 道

明44 ．3．21設 立

阪 堺 鉄 道

吉 野 鉄 道

大3 ．7．13設 立

伊 賀電気鉄道

大12 ．7．3設立

城 東電気鉄道

大 元 ．11．27設 立

天 理軽便鉄道

明43 ．9．16設立 商号変更

奈 良 軌 道

大3 ．7．10設 立

生駒鋼索 鉄道

大4 ．2．1設 立

長 谷 鉄 道

参宮 急行電 鉄

明44 ．11．10設 立

伊 勢電気 鉄道

明32 ．1．23設 立

河 南 鉄 道

大手私鉄の発展図－（3）

合併 昭17 ．2．1

合併 昭15 ．12．1

合併 大11 ．9．6

合併 大11 ．9．6

合併 大4．6．21

合併

明42 ．12．24

合併 明31 ．10．11

明43 ．10．15

合併 昭4 ．8．1

合併 大13 ．2．18

買収 大10 ．1．1

大 阪 電気 軌道

昭11 ．7．24設 立

合 併 大11 ．1．25

合 併 昭3 ．1．8

合併 昭16 ．3．巧

合併 昭11 ．9．15

関 西急行電鉄

大8 ．3．8商号変更

合併 昭15 ．1．1

大 阪 鉄 道

大14 ．3．26設立

和歌山電気軌道

商 号変 更

高野山電気鉄道

合併 昭19 ．6．1

近 畿日本鉄道

関 西急行鉄道

合併により

商号変更

大14 ．5．6設 立

奈良 電気鉄道

大8 ．12．6設 立

昭39 ．2．1設立

合併
昭36．11．17
昭22．3．15

南海 電気 鉄道

事業の一部譲 渡 分離

昭22 ．6．1

近 畿 日本鉄道

昭38 ．10．1

三重 電気鉄道

昭39 ．10．1

合 併 昭40 ．4．1

昭18 ．2．1
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明40 ．9．21設立

明30 ．5．3設立

明17 ．6．16設 立

明29 ．3．3設立

合併 昭4．3．31

信貴生 駒電鉄

合 俳

合併により新会社設立

阪 神 国道電軌

北大阪電気軌道

阪 神電気鉄道摂 津電気鉄道

明32 ．6．12設立 商号 変更

明32 ．7．7

合併
明44 ．1．10

買収 昭3 ．4．1

阪 神電気鉄道

西 日 本 鉄 道
商号変更 昭17 ．9．22

合

併

昭
1
7
・
9

・
1
9

福 博 電 車

昭9 ．10．26設立

商号変更 大11 ．6．15

九 州 鉄 道

大4．9．30設立

筑 紫 電気 軌道

商号変更 大9．3

博多湾鉄道汽船

大5．6．18設立

筑前参道鉄道

明23 ．2．1諄々

博 多 湾 鉄 道

九州 電気 軌道

明41 ．12．17
設立



1） 終戦直後の私鉄

鉄軌道業の状況

4 戦 後 の 発 展

昭和19年7 月にサイパン島を失ってからは，わが国は絶えず米軍の本土空襲の脅威にさ

らされることとなった。

東京においては，昭和20 年5 月24 日，25 日の両日にわたる空襲で，国電をはじめ，当

社，東武鉄道，京成電気軌道の私鉄各線が大損害を受けた。また同年4 月4 日の川崎市に

対する空襲は，国鉄南武線および当社東横線に損害を与えた。横浜市が大空襲を受けたの

は同年5 月29日で，交通機関でも国鉄東海道線，当社京浜線が大打撃を受けた。

関西地方においても，空襲によって，国鉄をはじめ京阪神急行電鉄，阪神電気鉄道，近

畿日本鉄道，名古屋鉄道などが軒なみに大損害を被った。

北九州地方でも，八幡，戸畑などの工業地帯が重点的に爆撃を受け，西日本鉄道が各所

で被災した。

戦災による私鉄の損害額は，当時の価格で4 億4 ，000万円にのぼり，戦災車両数は，蒸

気機関車32両，電気機関車18両，電車2，133両，客車54両，貨車441両の合計2 ，678両を数

え，建物の焼失は延べ44 万9 ，000平方メートル，変電所の損失は50か所に及んだ。ちなみ

に，国鉄の被害は18億円に達し，その内訳は，車両1 万3 ，200両，軌条1 ，300キロメート

ル，建物18万平方メートルとなっている。

終戦直後の私鉄は， これら戦災による施設の荒廃と車両不足により，輸送力は著しく減

少していた。それに対して，食糧買出しや戦災による遠隔地からの通勤者の増加，さらに

は乗合バス・市電などの輸送力不足に基づく旅客の移動などにより，輸送量は異常な増加

を示していた。

終戦直後の私鉄旅客輸送量の推移
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地方鉄道 年度 軌 道
鉄道省編『鉄道要覧』より作図
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序章 わが国私鉄のあゆみ

したがって，戦後の私鉄における第1 の課題は輸送力復興であり，そのためには車両の

増備を図ることが不可欠であったが，その車両の心臓部である電動機の生産力が，戦前の11

パーセントと極度に落込んでいたのである。

そこで，私鉄各社は応急策として，昭和21年度に，国鉄から車両の払下げを受けること

とした。具体的には，戦時形モハ63形で，当社が20両，東武鉄道40両，名古屋鉄道が10両，

近畿日本鉄道，山陽電気鉄道の2 社が各20両を譲受けた。さらに昭和22年度から23年度に

かけては，機関車43両，貨車1 ，960両が払下げられ，ようやく当面の輸送危機を切抜ける

ことができた。

また，これと並行して，昭和22年度には施設の応急復旧工事も進み，電動機・車両など

の生産も軌道に乗り，新造車両が相次いで製造されるようになったため，終戦直後の異常

な混雑も漸次平常に復していった。

一方，戦後における私鉄の経営は，相次ぐ賃金引上げにより人件費が膨張し，苦境に追

込まれていた。戦前の安定時における私鉄の営業収入に対する人件費比率は，25 パーセン

トないし30パーセント程度であったが，戦後は全般に50パーセントを越え，なかには60パ

ーセントに達するところもあった。この結果，営業係数は，戦前の50ないし60に対して，21

年度には地方鉄道92．2，軌道104 ．5と悪化したのである。しかも，こうしていったん悪

化した営業成績は容易に好転せず，私鉄の経営難は続いた。

このような鉄軌道業不振の結果として，私鉄各社の株主配当は低落の一途をたどり，昭

和15年度に139 社であった配当会社は，22 年度には41社に減少した。このうち6 パーセン

ト以上の配当会社は6 社であったが，その後，戦災復旧の進展に伴い好転し，翌23年度に

は37社に増加した。こうした本業不振の打開策として，私鉄各社は乗合自動車業・百貨店

業・遊園地業などの兼業部門，あるいは関連事業部門の強化を行ない，企業の多角化を図

っていったのである。

乗合バス業の状況

戦後の乗合バス業についてみると，戦災・老朽による車両不足に加えて，戦時中から引

続いての代用燃料車の使用，資材の不足，諸設備の老朽，保守能力の低下，修理の不十分

などのため，実働率が低く，その営業成績は振るわなかった。昭和20年度における乗合バ

ス業227社の保有車両1 万1，109両中，実働車両はわずかに4，629両（42パーセント）であ

り， また休止路線は，227 社全路線7 万9，000キロメートルのうち，4 万7，400キロメート

ル（60パーセント）にも及んでいた。

このような輸送危機を打開したのは，昭和21年8 月に行なわれたGHQ の車両払下げで
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あった。払下げ車両は，GMC トラック4，700両，トレーラー5，150両で，これには燃料と

タイヤの割当があったので，輸送復興に寄与するところが大きかった。

昭和23年5 月現在における登録乗合バスは1 万878両で，このうち7，638両（70パーセン

ト）が代燃車であった。代燃車の内訳は，まき車1 ，839両，石炭・コーライト車239 両，

液化・圧縮ガス車241 両，電気車268 両であった。しかし，昭和25年には石油燃料の消費

規制が緩和され，また自動車割当配給制度も廃止されたので，車両増備も急速に進み， さ

らに27年6 月の石油統制撤廃に伴い，休止路線の復旧 も促進された。

昭和23年11月に，大型ディーゼルバス （定員150 人）が登場したのを契機に，ガソリン

車は燃料費の低廉なディーゼル車に切替えられ，車体も大型化された。これにより輸送効

率が向上したので，各社の営業成績は，昭和24年下期ごろから好転した。

なお，GHQ の強い勧奨により，昭和22年に私鉄ならびに私営バス会社と東京都との間

で路線乗入れ協定が成立し，郊外と都心を結ぶ直通バスの運転が開始された。これは，相

互に免許権をとることなく，相互に他の免許線に乗入れるという画期的なもので，相互乗

入れを実施しだのは，当社をはじめとして，東武鉄道，京成電鉄，東都乗合自動車，関東

バス，西武鉄道の6 社18路線に及んだ。

2） 私鉄の近代化進む

私 鉄 の 再 編 成

陸上交通事業調整法を背景として，戦前から戦時中にかけて実施された私鉄の合併は，

人員・資材の集中管理，資本の集約化による重点的施策の実施などで，経営効果をあげつ

つあったが，終戦と同時に情勢は一変した。昭和20年10月，GHQ が日本政府に対し，独

占企業の排除を指令し， これに基づき過度経済力集中排除法や独占禁止法が施行されたた

めである。

こうした状況のもとにあって，先に陸上交通事業調整法によって合併した当社をはじめ

近畿日本鉄道，京阪神急行電鉄の各社は，戦災復興という重要課題に直面していた。その

問題点は，いかにして資金難・資材難を克服して輸送復興を推進するかということであっ

た。そして，これについて論議が重ねられている間に，各社の内部から台頭してきたのが

復元分割論であった。その要旨は，過度に膨張した各社を適正規模に再編成することによ

り，勤労意欲を高め，金融事情を改善して，効果的に戦災復興事業を推進することができ

る，というものであった。この復元分割論がしだいに勢力を得て，やがて大手私鉄各社の

再編成が実施されるに至ったのである。
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最初に行なわれたのが，近畿日本鉄道の再編成であった。昭和22年6 月，近畿日本鉄道

は南海電気鉄道（資本金9，000万円）に，旧南海鉄道から継承した 鉄軌道業およびこれに

付帯する事業を譲渡した。

次いで実施されたのが，当社の再編成である。当社の場合は，近畿日本鉄道を参考にし

ながら，まず昭和23年5 月に東横百貨店（資本金2．500万円）を独立させ，さらに同年6

月，京王帝都電鉄（資本金5 ，000万円），小田急電鉄（資本金1 億円），京浜急行電鉄（資

本金1 億円）を新設し，それぞれに事業を譲渡した。

当社の再編成が関西各社のそれと異なる点は，単純な旧会社への復元ではなく，当社自

体を再建するために再編成が行なわれたことである。したがって，当社の再編成は，①交

通系統の整備，②独立採算制の確立，③合併前の沿革の尊重という三つの基本原則のうえ

に立って実施されたのである。

京阪神急行電鉄の百貨店部門の分離は，昭和22年2 月22日に行なわれたが，電鉄部門の

再編成は，昭和24年12月1 日に実施され，新会社京阪電気鉄道（資本金3 億3 ，000万円）

が設立された。同社の場合，旧京阪電鉄当時の新京阪線は，京阪神急行電鉄に帰属し，新

会社への譲渡対象からはずされた。このように淀川を境として東西2 ブロックに分ける再

編成構想は，当時の社長太田垣士郎の発想に基づくものであった。

これにより京阪神急行電鉄は経済路線として復興が進み，また京阪電鉄は観光路線とし

ての性格をもつこととなった。これらの分離再編成により， わが国の私鉄は，ほぼ現在の

ような分布となったのである。

なお，昭和24年6 月に運輸省の改組が行なわれ，運輸行政面と国有鉄道の管理運営面が

分離されて，同省は純然たる行政機関となり，その陸運関係の下部機関として陸運局が設

置された。そして，国有鉄道の管理運営は，同時に公社として 新設 さ れ た日本国有鉄道

（総裁下山定則）が行なうこととなった。

再編成会社のその後

私鉄の再編成が進んだ昭和24年ごろからは，国内の経済情勢も安定し，これに伴い，日

銀の貸出および融資規制も緩和された。また，市中銀行金利の引下げも行な わ れ た ため

に，私鉄各社の経営も積極化し，増資・社債発行が相次いで行なわれ，急速に輸送復興が

進んだ。

再編成後の当社は，業態・規模の縮小に伴って業務組織を変更する一方，経営陣を更迭

し，再度にわたって増資を行なった。これにより，当社の輸送力復旧工事は，昭和25年ご

ろまでに完了をみたのである。
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当社から分離した各社も，復旧工事のため相次いで増資および社債発行を行なった。分

離3 社のうち，戦争による被害の最も大きかったのは京王帝都電鉄であったが，その後，

鉄道部門・乗合バス部門とも復旧・発展は著しいものがあった。

小田急電鉄では，いち早く昭和23年10月に新宿～小田原間に特急電車の運転を開始，翌24

年4 月には，江の島線の複線復旧工事を完成，さらに25年8 月には，小田原線列車の箱

根登山線乗入れを開始するなど，輸送復興はひときわめざましかった。

京浜急行電鉄の場合は，戦災による被害も大きかったが，復旧 も早く，昭和23年7 月に

は湘南逗子～逗子海岸間の延長工事を，同年8 月には金沢八景～神武寺間の複線復旧工事

を完成，25年4 月には，休日特急・平日急行・準急の運転を開始した。なおバス路線は，

三浦半島の開発と並行して拡充され，戦前をしのぐに至った。

近畿日本鉄道から分離した南海電気鉄道は，戦災復旧のため増資を相次いで行ない，車

両・駅舎など諸施設の復旧に全力を尽くし，昭和26年上期に完了した。この間，同社は数

次にわたって風水害による損害を受けたため，昭和21年下期から25年上期まで無配が続い

た。昭和26年4 月，国鉄紀勢西線への乗入れ再開に伴い，特急列車の運転を開始し，営業

も軌道に乗った。

京阪神急行電鉄から分離独立した京阪電気鉄道は，戦災による直接被害が少なかったの

で，復旧工事は主として軌道の改修工事に向けられ，昭和27年3 月には完了した。車両稼

働率は新発足後1 年にして京阪線が100 パーセント，大津線が97．5パーセントにまで復旧

し たので，昭和25年9 月には京阪線（天満橋～三条間）で特急運転を開始した。

以上のように，分離再編成により私鉄各社の戦災復興は急速に進み，所期の目的が達成

されたのである。もちろん，再編成の行なわれなかった私鉄各社においても，発展への着

実な歩みをみせていたことはいうまでもない。

私鉄各社の体質改善

上述のように，戦災によって大打撃を受けた私鉄各社も，昭和27，8 年ごろにはほぼ復

興を終え，30年ごろからは新たな発展へ向かってさまざまな施策を実施した。

まず輸送力の増強があげられるが，これについては各社とも戦前から力を注いできた。

戦後においては， とくに新鋭大型車両の増備，通信・保安施設の改善，列車のスピードア

ップ，駅舎の近代化などが重点的に実施された。また，鉄道路線の延長・複線化などが進

められるー方では，不採算路線のバスによる代替輸送が行なわれたところもある。

また，兼業部門についてみると，乗合バス業は，昭和30年代までは都心乗入れや路線網

の拡張によって鉄軌道をしのぐ成長ぶりであったが，モータリゼーションの進展とともに
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輸送効率が低下し，各社とも軒なみに収益の減少傾向を示すようになった。

そうした意味あいからも，私鉄各社においては付帯事業，とくに不動産部門の強化に乗

出し，従来の鉄道沿線に限られた不動産業を，このころからほとんど全国的な規模に拡大

する傾向が強まっていった。そして同事業は，収益性においても，限定された輸送量のた

めに横ばい状態の鉄軌道部門をはるかにしのいでいる。また，私鉄各社は共通して流通・

観光サービス・レジャー部門の強化にも力を注いでいる。つまり，私鉄各社の体質は少し

ずつ変わりつつあるということができる。
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